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書 評
伊藤喜栄･小杉毅・森川滋・中島茂共訳
『イギリスの産業立地と地域政策』
悟 一辻
I
世界で最初に産業革命を達成し， 「世界の工場」としてその頂点を極めて後，諸外国に
先がけて成熟段階に達したイギリスは，その絶大な地位の喪失過程で産業構造の決定的な
転換問題，歴史的な地理的再編成問題に遭遇した。この困難な構造転換問題にかの世界的
大不況が折り重なって， この国もまた1930年代は深刻な失業問題に見舞われたのであっ
た。
だが，周知のとおり，失業問題・不況問題は同程度の厳しさで国内全域を襲ったのでは
なく， 「世界の工場」の主柱をなした基幹産業に特化した鉱工業地域が， その産業の衰退
とともに,かつての成長繁栄地域から不況地域へと転落したのである。サウス・イースト
等も失業問題に直面したが，比較的ゆるやかであった。確かに，不況の深刻度には地域格
差があり，産業革命の中心地域でより深刻であったが，高失業地域はたんに「不況」地域
であるだけでなく，長期的構造的調整を必至とする「衰退」地域なのであった。この問題
の長期性・構造的性格はその後今日までの苦渋の諸事実によって裏付けられることにな
る。
衰退地域における高水準の失業，つまり局地的失業問題は国家にとっても放置できない
ものであった。それは，地域的事情，その地域格差を直接的には考慮しない一般的な政策
のみでは適切に対応できない類の問題であった。ここに，国内全域に一律に適用される国
家政策とは別個の，地域間格差の是正を直接的使命とする特殊な政策が国家によって打ち
出されることになった。これがイギリスの地域政策の発端である。
イングランド北部・中央スコットランド・南ウエールズにみられる衰退地域の他の極に
は，新しい成長産業の集中立地等によって繁栄ゆえの諸問題，集積の不利益をかかえた地
域が存在した。いうまでもなくその最たるものがロンドンである。
衰退地域は第2次世界大戦下で失業の深淵から一時的に抜け出したが，戦後は再び，景
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気変動の波に洗われて失業率などの疲弊度に高低の変化をみながらも，失業問題等の衰退
問題にとらわれることになる。戦争直後政権を獲得した労働党は，問題の再現を懸念して
地域政策を強力に推進し，その後これまで，諸情勢の変化， これと一定の相関関係をもつ
政権交代， これらの中で地域政策もまた注目すべき変化を経験しながら，その歴史を重ね
てきている。
この国の地域政策は，その都市計画と同様に，歴史的にもその中身においても豊富な記
録をもっており，それだけに他の国々の注意をつねにひきつけてきた。わが国もけっして
その例外ではない。
このようなイギリスの戦後の地域政策の礎となったのが， このたび訳出されたバーロー
レポートである。大戦の最中に精力的に調査研究し，産業および産業人口の配置に関して
戦後とられるべき政策を探ったバーロー委員会の報告は,実態分析および政策の双方にお
いて卓抜した内容を誇るものであって，イギリス地域政策史に金字塔をうちたてたのであ
る。それゆえにこそ,戦後長く政策の枠組を与えてきたのであり，多くの研究者が繰り返
しひもといてきたわけである。
Ⅱ
バーロー委員会の任務は， 「イギリスの産業人口の現在の地理的分布に影響を及ぼした
諸変化の原因と，将来その分布に起こりうる何らかの変化の方向を調査し，大都市あるい
は特定地域への産業もしくは産業人口の集積から生ずる社会的・経済的・戦略的不利益を
考察し， もしあるとすれば， 国家的利益の観点から採られるべき改善策remedialme-
asuresを報告すること」（訳書,1ページ）であった。ここから明らかなとおり，本書の
焦点は産業や産業人口の地理的集積にあり，衰退地域・局地的失業問題は繁栄地域の集積
問題と相当程度表裏一体の関係にあり，むろん言及されてはいるが，直接的研究テーマと
はなっていない。
さて，本書は多数派委員の報告とその他から構成され，前者がその中心をなしている。
まず，多数派の報告は，委員会に課せられた調査の範囲とその重要性を示した序論と，次
の4部16章からなっている。
第1部諸原因
第1章序文
第2章産業人口の分布
第3章戦前期（第1次大戦前）
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第4章戦後期（第1次大戦後）
第Ⅱ部社会的・経済的および戦略的不利益
第5章社会的不利益
第6章経済的不利益
第7章戦略的不利益
第Ⅲ部一般的調査に関連した諸問題
第8章現行の計画法令とその運用上の難点および欠点
第9章現行の都市・農村計画法令のもとでの補償と開発利益
第10章田園都市，衛星都市，工業団地
第11章将来人口
第12章国士全体の産業の均衡と関連した特定・不況地域の問題
第13章都市の諸類型と混雑の問題
第14章ロンドンの問題のいくつかの局面
第15章地域主義と産業の分布
第Ⅳ部対策
第16章結論
183
一見して明らかなとおり，第1・第2の諮問事項は各々第1部・第Ⅱ部で，第3事項は
第Ⅳ部で扱われている。その問に位置する第Ⅲ部は委員会の調査課題全体に関連する重要
事項の論及にあてられている。
多数派委員の報告の他に，次の三つが本書に収められている。すなわち，多数派の報告
にかんするJ.H.ジョーンズ教授ら3委員の留保事項，大ロンドン計画等で著名なP.ア
バークロンビ一教授ら3名による報告，産業立地計画に関するアバークロンビ一教授の反
対意見である。これら三つは全体として，多数派委員の考えよりも強い姿勢で問題に臨も
うというものである。
Ⅲ
上のような目次・内容をもち，イギリスの地域政策史上さん然と輝く本書ではあるが，
もちろん時代的制約から自由ではありえない。一般的に避けえない予測の難しさもさるこ
とながら，本書の発表以来すでに半世紀近く経過し，その間にイギリス内外で生じた技術
的・経済的・社会的諸条件等の変化に照らしてみれば〉本書の歴史的限界は否定できない
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し， またそれは当然ともいうべきものである。
本書で想定された戦後の人口推移は実績と大きく乖離するものであったし， 70年代には
いって重要な政策課題となった大都市経済の衰退，その再生の必要性は，当時は到底予期
しえないことであっただろう。また，イギリス経済の相対的地位の低下，絶大な力を誇っ
た産業が往時の勢いをしだいに喪失していく事実は，当時でもすでに明らかであったとは
いえ， 60年代にはいって歴然とするイギリス経済の立ち遅れ，70年代中葉以降の一層激し
い衰退はもちろん本書の予知しうる事態ではなかった。そのような諸展開の中で産業立地
や地域政策にも一定の変化が観察されてきたのも当然の帰結である。
しかし,実は，本書の今日的意義の一半はその歴史的制約そのものから導き出される。
報告の中で分析され提示された産業立地の実態と採るべき地域政策が今日のそれらとどの
点で異なり， どの点で共通性を有しているのか， これらの異同点の把握，今日に至るまで
の産業立地･地域政策の推移の理解のうえで，本書は不可欠の文献の一つなのである。
そのうえ，地域政策の今日までの歩みの中で再々議論されてきた重要事項について，本
書は有益な論述を含んでいる。たとえば，経済成長・経済効率と地域政策との関係は，地
域政策が国民経済のパフォーマンスを無視しえないかぎり， また地域政策が経済成長の完
全な僕になりえないかぎり， これまでと同様に今後も引き続き議論の姐上にのせられるで
あろう｡
本書が今日もつ価値の』一つは， このようにﾉi判久の地域政策問題のより的確な理解を
えるための必読文献であることにあるが，いま一つ，わが国の地域問題・地域政策との関
係においても本書は示唆に富む内容を含んでいる。厳密には各国の地域政策問題はそれぞ
れ特殊性をもっているが，同時に相互に参考にし教訓にしうる一般性・普遍性をも備えて
いる。実際，政策環境にも地域政策じたいにも日英間で目立った相違がある一方，共通点
もまた存在する。たとえば，地方中小鉱工業都市の経済的衰微，その再生はイギリスでは
早くから重要かつ困難な政策問題となってきたが，わが国でもこれに類する問題が最近深
刻となってきていることは広く報じられているとおりである。地方経済の低迷を尻目に開
発プロジェクトが目白押しの感さえある東京圏への産業・人口の集中傾向の強まり，それ
を追認し， さらには助長するかのような四全総中間報告（86年末発表）とそれへの諸地域
の反発は，イギリスでも再三再四議論の的となってきた「地域的不均衡の是正」問題を浮
き彫りにするものである。労働力需給の産業間・職種間・地域間不適合も両国共通の難問
である（どの国でも大なり小なり経験する問題でもある)。
、
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Ⅳ
ここまでは地域問題・地域政策の観点から本書の背景・内容・今日的意義に触れたが，
そこから容易に読みとれるように，大都市問題を考察するものとしても本書は豊富な内容
を含んでいる。衰退地域と対をなす繁栄地域の中心・ロンドンの過大化に伴う諸弊害を摘
出し，市街地再開発の提唱と併せて，開発規制・分散によるその膨脹の抑制を勧告した本
書は有力な大都市政策論でもあるのである。
確かに訳書のタイトルのとおり， また上段でも指摘したとおり，地域政策論として本書
の価値はいくら強調してもしすぎることはないが，大都市政策論としてもそれに劣らぬ価
値を有することを見落してはなるまい。 ロンドンを核とするサウスイースト （およびウエ
ストミッドランド）の産業人口の動向とそれへの政策的対応が衰退地域のそれらと密接に
関連しているかぎり， ロンドン入の産業・人口の集中を検討項目とする本書が地域政策書
であるとともに大都市政策論ともなったのは必然的なことである。
V
このように，イギリスじしんおよびわが国（そして一定の普遍性が含まれるかぎり， ど
の国）の産業立地・地域政策，大都市政策の考察において，本書は，公表後すでに半世紀
近く経過した今日でも大きな価値を有している。それが，訳者の手によってわれわれが容
易に接することができる姿をとることになったのは， まことに喜こぱしいかぎりである。
その内容は，本書の調査事項の性質上，経済分野にとどまらず社会・行政等他の分野にも
及んでおり，委員会等々の固有名詞が数多く登場する。これらを考えただけでも訳出作業
は多大な労苦を伴ったにちがいない。また，少数意見や付録等にも，多数派の報告に劣ら
ぬ鋭い指摘や考察，興味深い意見が含まれているだけに，全訳されたことは，本訳書を一
層意義深いものにしている。訳語およびその統一の点で若干の疑問が感じられないわけで
はないが，相当量にのぼるバーローレポートに日本語で接することができるようになった
のは，既述の価値を本書がもつゆえに， この種の問題に関心をよせる多くの人々にとって
実にありがたいことである。本訳書が一部の研究者・関係者にとどまらず，学生・社会人
にも広く読まれることによって，地域政策問題にかんする一般的理解が深まることを期待
してやまない。
（ミネルヴァ書房， 1986年5月刊,A5判,361ページ,2,600円）
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